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 投資家・アナリストの皆さま、 
常日頃より当社をご支援いただき、御礼申し上げます。 

 三井住友フィナンシャルグループの國部でございます。 

 私は、半年前にこの場で、SMFGの3ヵ年中期経営計画について
ご説明をさせて頂きました。 
この半年間、「質の高い金融グループ」の実現に向け、 
様々な取組を実行し、一定の成果を上げることができ、 
手応えを感じております。 
一方、勿論、課題もありますので、その解決に向けて 
努力をしてまいりたいと考えております。 
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 本日のアジェンダです。 

 まず、2017年度上期決算と2017年度業績目標を総括いたします。
その後、中期経営計画の進捗と今後の戦略、財務目標、 
資本政策をご説明いたします。 
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 2017年度上期決算を総括いたします。 

 親会社株主純利益は4,202億円と、前年比では610億円の増益、 
年度目標に対する進捗率では67％となりました。 

 右側に、前年同期と比べた増減要因をお示ししております。 
リテール及び国際事業部門がトップラインを牽引したほか、 
SMBCにおける大口先からの戻りに伴うクレジットコストの減少、 
政策保有株式の売却益の増加もあり、ボトムライン収益は増益となりました。 

 左の表にお示しの、5月に発表した上期の目標対比で申し上げますと、 
リテールビジネスの好調や、株式インデックス投信の評価益実現等により、 
連結粗利益が上振れとなったことに加え、経費コントロールや、 
クレジットコストの下振れもあり、ボトムライン収益は目標を1,102億円 
上回ることができました。 

 年度目標に対する進捗率は67％と、高い進捗率ですが、 
年度目標につきましては、業務環境が変化する可能性も考慮し、 
据え置いております。 

 また、年度の配当予想は、5月公表の通り、1株当たり160円とさせて 
頂きます。 

 次の6ページから15ページまでは上期の決算関連の数字をお示しして 
おりますので、後程、ご覧頂ければと思います。 
次に、中期経営計画の進捗と今後の戦略をご説明いたします。 
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 5月にご説明をしました中期経営計画「SMFG Next Stage」の 
概要です。 

 次のページから、スライド右上にラベルを表示させていただいて
おりますが、3つの基本方針、「ディシプリン」、「フォーカス」、 
「インテグレーション」の順に、ご説明をさせて頂きます。 
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 まず、「ディシプリン」です。 

 右側に、これまでに発表したグループ運営の再編についてお示しをしております。 
事業・アセットポートフォリオの転換を矢継ぎ早に進めております。 

 関西アーバン銀行及びみなと銀行については、正に左の図の左下で 
お示しをした「国内基準行と競合するビジネス」ということで、 
連結子会社から持分法適用会社とすることを決定いたしました。 

 ジャパンネット銀行、ポケットカードについては、両社は単独では中々、 
成長が難しいと判断し、外部パートナーのリソースを活用することにより、 
企業価値を向上することとしました。 

 更に、リース共同事業の再編ですが、狙いは2つあります。 

 1つ目は、リース事業を更に強化していく、ということです。例えば、環境・インフラ、 
ヘルスケア等の成長分野でビジネスチャンスが広がり、競合他社が業務範囲を 
拡大する中、SMFLでは銀行法の制約を感じておりました。SMFLは、当社と 
住友商事との対等出資会社となることで、当社の金融ソリューション力と、住友商事の 
事業ノウハウ、ネットワークを梃子に、成長を目指していきたいと考えております。 

 2つ目は、当社の資本・資産効率を改善することです。従来は、リスクアセットを 
100％計上する一方、ボトムライン収益は60％の取込みでしたので、資産効率は 
良くありませんでした。今回の資本構成の変更により、リスクアセットは、バーゼルⅢ 
最終化ベースで△3兆円程度減少しますので、資産効率は改善いたします。 
なお、出資比率の引き下げによって、収益は年間約▲40億円程度減少しますが、 
これは新しいビジネスへの取組等の事業の拡大によって、カバーします。 
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 左側には、地銀とリースの資本構成の変更による 
収益性の改善をお示ししております。 
SMFGのRORAは0.7％から0.8％へと、0.1％ポイント 
改善する見込みです。 

 右側には、3ヵ年のリスクアセットのイメージを 
お示しさせて頂いております。 
リスクアセットは、現行規制ベースでの総額を横這いで 
コントロールするとともに、 
資産を入れ替えることにより、収益性を引き上げます。 
また、国際的な金融規制の強化によって、リスクアセットの 
大幅増加が見込まれますので、インオーガニックによる削減も 
追求をしてまいります。 
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 経費コントロールの取組です。 

 5月にご説明をさせて頂きましたが、業務改革による効率性向上、 
リテール店舗改革、グループ内の事業再編により、中期経営計画の3年間で 
△500億円、中期的には△1,000億円の経費を削減する計画です。 

 左側に、3つの取組と、上期に実行した具体的な内容をお示ししております。 

 1つめのRPA、ロボティック・プロセス・オートメーションは、次のスライドで 
詳しくご説明させて頂きますが、業務量の削減が順調に進んでおり、 
大きな手応えを感じております。また、リテール店舗改革及び、 
グループ内の事業再編も着実に進めており、既に、3年間で△500億円の 
経費を削減する計画のうち、約△200億円の目処が立っております。 

 これらの施策によって、右側ですが、パートも含め、△4,000人分の業務量を 
削減する計画です。この内訳について申し上げますと、業務改革による 
効率性向上とグループ内事業再編によって、基幹職、すなわち、私共で言う 
総合職と総合職リテールコースの約△2,000人分、店舗改革と事務プロセスや 
本社業務の効率化によって、事務職・パート・派遣社員約△2,000人分の 
業務量の削減です。 

 こうして捻出した余力をどう使っていくかと申しますと、戦略事業領域に振り向け、 
トップラインの成長に繋げる、あるいは、本部職員であれば、 
付加価値の高い業務への比重を増やし、企画力を向上させていく、 
また、時間外労働が減少し、働き方改革にも繋がると考えております。 
勿論、一部、人員削減にも繋げてまいります。 
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 RPAへの取組について、ご説明いたします。 
RPAの導入を検討している企業が大変増えておりますが、 
私共の強み・特徴を申し上げさせて頂きますと、グローバルにトップクラスの 
コンサルティング会社4社と、日本IBM、UiPathの6社が一体となって推進する 
体制を構築し、高い品質の開発・運営管理体制で進めていることです。 

 具体的には、SMBCの全ての本部部署の業務を見える化し、 
業務そのものを見直してから、残る業務プロセスを 
積極的に自動化しております。また、直面する課題に対しては 
各社の知見を持ち寄って迅速に解決を図るほか、 
世界トップ3のRPAベンダーであるUiPath社には、 
当社のシステム環境やセキュリティ基準に合わせた製品改良を 
スピーディーに行って頂いております。 

 RPAを使った導入業務の例をお示ししておりますが、 
コンプライアンス関連や、各種情報収集、お客さま宛の資料作成など、 
約200業務の自動化を完了し、上期までに、40万時間分、 
人数換算で申し上げますと、約200人分の業務量を削減しました。 

 3年以内に300万時間、1,500人分以上の業務量を削減していく計画ですが、 
上期までに260万時間の材料を積み上げております。今後はこれらを 
具現化していくとともに、今後はSMBCだけではなく、グループ全体への展開を 
進めることで、グループベースでの圧倒的な生産性向上につなげてまいりたいと 
考えております。 
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 次に、フォーカスです。 

 このスライドには、7つの戦略事業領域をお示ししております。 
次のページから、4つの事業部門における取組を 
ご説明してまいりますが、その中で、戦略事業領域の取組に 
触れていきたいと思います。 
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 リテール事業です。 

 私共は、「本邦ナンバーワンのリテール金融ビジネスの実現」を目指しております。 
戦略のポイントは3つ、第一に「銀証一体での資産管理型運用ビジネスの推進」、 
第二に「デジタル技術の活用によるビジネスモデル改革」、 
第三に「コスト構造の改革に向けた店舗改革」です。 

 左側、資産管理型運用ビジネスでは、「お客さま本位の徹底」が、 
やはりポイントだと思います。リテール事業に限らず、私は、全てはお客さまが 
起点であると考えております。グローバルにフィデューシャリー・デューティーを 
重視する流れが強まる中、これまで以上にお客さま本位を徹底しながら、 
グループベースで資産管理型運用ビジネスへの転換を図ることが、 
中長期的に勝者になる唯一の道と考えております。そのために、銀証一体で、 
ストック収益資産残高の積上げと、お客さまの裾野の拡大を推進しているところです。 
上期は、中長期分散投資を軸とした運用提案が功を奏し、例えば、 
ファンドラップの残高を申し上げますと、9月末で1兆5千億円を突破しております。 

 右側には、デジタル技術の活用によるビジネスモデル改革をお示ししております。 
技術革新の進展により、世界中の多くの産業で構造的な変化が起きつつある 
訳ですが、私は、リテール金融の分野は、国民性や国の構造的要因によって、 
お客さまのニーズは異なりますので、日本独自のビジネスモデルを築いていくことが 
大事だと考えております。例えば、日本では、依然として現金決済比率は高いですが、 
キャッシュレス社会の到来を予想しております。そこで、7月には「SMBCデビット」に、 
iDとVisa payWaveの2種類の非接触IC決済サービスの機能を追加し、「タッチ」決済を 
可能にして利便性を高めました。新規に口座を開設されるお客さまのうち4割の方は 
デビットカードを申し込んで頂くなど、大変ご好評頂いております。 
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 店舗改革です。 

 店舗数ですが、SMBCでは、さくら銀行と住友銀行の合併前は、 
合わせて747ヵ店ありましたが、いち早くシステム統合を実現するなどにより 
統廃合を進め、現在は440ヵ店となっております。 
グローバルに見ても、日本のメガバンクの店舗数は多い訳ではなく、 
私は、「店舗の数」よりも、「個々の店舗の効率性」が 
本質的な課題ではないかと考えております。 

 また、「お客さまの利便性や顧客満足度の向上」が最も重要だと思います。 
そうしたコンセプトのもと、直接お客さまと接することのない業務について、 
最新技術を駆使して効率化するなどにより、全店で店舗効率を見直し、 
お客さまのためのコンサルティングスペースを拡充しております。 

 右側にお示しした個人専用店舗は一例ですが、事務人員やスペースを 
一層効率化することにより、お客さまのためのスペースを拡充し、 
スタッフがお客さまに寄り添う形で、ゆったりとご相談に乗れるように 
しております。 

 更に、グループベースでも、SMBCとSMBC日興証券の共同店舗も 
開始しており、取組効果を発揮できる余地は大いにあると考えております。 
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 ホールセール事業です。 

 国内の貸出業務では、競争の激化により、貸出スプレッドの低下が続いて 
おります。また、SMBCのスプレッド低下幅が他行比大きいことから、 
私は大きな課題と認識しております。この背景としては、SMBCの強みである 
中堅企業ビジネスで、過去に取組んだスプレッドの高い貸出の返済が 
進んでいることが主因と分析しております。 

 足許、この影響は一巡してきておりますので、低下に歯止めが掛かることを 
期待しておりますが、私自身、スプレッドの低下は大変大きなテーマと 
意識しておりますので、ビジネスの採算改善に向けた取組みを、 
一層強化していきたいと思います。 

 例えば、ひとつは高付加価値貸金の強化です。これまでも注力しておりますが、
私共は、アドバイザリーなどを伴う、メガバンクだからこそできる分野に 
更にフォーカスをしていきます。加えて、この下期から、採算の低い先に対する 
改善計画を個社別に策定し、改善を図る取組を開始しております。 
このほか、営業店の業績評価に採算改善を反映させる仕組みを、 
今年度も一部導入しておりますが、来年度から本格的に導入することにより、 
これまで以上にディシプリンを利かせてまいります。 

 右側、大企業ビジネスでは、グループとして共通のアカウントプランを 
策定することにより、お客さまに、統一的かつスピーディーに 
アプローチしております。こうした取組をご評価いただき、 
SMBCがメイン行でないお客さまとお取引が進んだ例も出てきております。 



 中堅企業ビジネスです。 

 国内の中堅企業ビジネスでの優位性を拡大するため、 
IR Dayでホールセール事業部門長からお示しさせて頂いた、 
「ベンチャー支援・成長産業支援」、「PBアプローチ」、 
「PEファンド」、「不動産ビジネス」という 
4つの注力分野において、 
グループベースで多面的ソリューションの提供を 
展開しております。 

 左下は一例ですが、様々な先進的な取組を行っております。 
また、右下にお示ししておりますが、事業部門制を導入し、 
そのもとでグループ連携が大きく進展し、 
グループ各社でお客さまのニーズをトスアップする件数が 
飛躍的に増加しております。 
これこそが、私共が、ホールセール事業で強みとする 
「現場力」なのではないかと考えております。 
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 国際事業です。 

 戦略のポイントは3つ、第一に「銀・証・リース一体運営、グローバル・プロダクト、 
アジア・セントリックの実現といった主要施策をNext Stageへ進化させること」、 
第二に「ディシプリンを利かせた管理」、 
第三に「次の10年を見据えた経営基盤の拡充」です。 

 まず、事業部門制の導入によって、銀行のフロント・証券の引受部隊・デリバティブ 
セールス等の商品関連部隊の連携が大変進んでおり、グローバルベースでの動きも 
早くなっております。例えば、右上にお示ししておりますが、非日系企業の 
お客さまから、債券のアクティブブックランナーとしてご指名いただく件数が、 
飛躍的に増加しております。 

 また、右下にお示ししておりますが、グローバル・プロダクトでは、業務の拡大を 
図りつつ、AFICを活用した航空機ファイナンスのように、リスクを抑えながら 
ビジネスを拡大する、といった新たなスキームも開発し、エッジを磨いております。 

 なお、説明を飛ばさせて頂きましたが、9ページに海外貸出スプレッドをお示しして 
おります。私共は海外貸出スプレッドを安定して高水準で保っておりましたが、 
足許は低下しております。これは、マーケットのタイトニングに加え、1つ目に 
利鞘の低い短期の貿易金融等が一時的に増加したこと、2つ目にLBO等 
一部のマーケットで過熱感が見られたため、信用リスクのコントロールの観点から 
取組を抑制してアセットクオリティが改善したことが主たる理由です。これまでも、 
競争が激しい中でも、海外貸出スプレッドを維持してきたことが私共の強みですので、 
今後もディシプリンを利かせた運営を行いながら、 
スプレッドの確保に拘ってまいります。 27 



 左側がアジア戦略です。 

 アジアの経済は、短期的にはアップダウンはありますが、私は、 
長い目でみればアジアは大きく成長していくと見ております。 
従って、「中長期的な視野に立ちアジアの成長を捕捉していく」という 
軸をぶらすことなく、アジア・セントリックの実現に向けた取組を 
推進してまいります。 

 具体的には、地場の優良企業や 
アジアへ進出している欧米グローバル企業との関係を深めております。 
左上ですが、アジアにおける非アセット収益は、 
預金の増強や外為取引が進んだこともあり、 
この上期は前年同期比+21％増加しました。 

 海外ビジネスは、今後も私共の成長ドライバーですが、 
サステイナブルな成長を遂げるためには、 
外貨ファンディングの確保が重要です。 
右側にお示しをしておりますが、安定的なファンディングソースである、 
預金の積み上げを第一に考えながら、 
通貨の多様性や期間の分散を意識して、外貨建債券を発行し、 
ファンディングソースの多様化と、 
コストに拘った調達を推進してまいります。 
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 市場事業です。 

 戦略のポイントは2つ、第一に「トレーディング力の発揮による 
収益極大化」、第二に「収益力の底上げと安定性を向上させるため、
お客さまを起点とするセールス＆トレーディング業務を 
強化すること」です。 

 この上期は、地政学リスクの懸念後退に伴う株価反転を捕捉し、 
トレーディング力を発揮することができました。 
また、セールス＆トレーディング業務では、 
証券の債券トレーディングは苦戦しましたが、 
銀行を中心に、国内外でのデリバティブや、 
海外での外為関連の取引が堅調でした。 

 海外においては、銀証一体となったプラットフォームの確立は 
途上ですが、人材の採用など、営業推進体制も強化しております。 
この分野は私共にとっては大変伸び代の大きい分野ですので、 
地域特性に応じた、債券・外為・デリバティブの一体的な機能拡充や 
営業推進体制を作り、ビジネスチャンスを捕捉してまいります。 
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 デジタライゼーションです。 

 技術革新の進展により、異業種プレイヤーを交えた競争が 
激化する中、これまでのやり方を踏襲するだけでは、 
競争に勝つことはできません。 
一方で、テクノロジーを柔軟に取り入れることにより、 
新たな金融サービスを提供できるチャンスでもあります。 

 そうした考えのもと、私共は、 
5月にご説明させて頂いた通りですが、 
スライドにお示しした4つの側面で、 
デジタライゼーションを推進しております。 
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 「デジタライゼーションへの取組みにおける他社との違いは何か」 
というご質問をよくお受けしますが、 
私共は、「マネタイズできるもの」、「新たなプラットフォームの 
構築に繋がるもの」にフォーカスしていることではないかと思います。 

 左側に、この上期に開始したプラットフォームビジネスを 
お示ししております。フィンテック関連企業への出資を 
柔軟化する、改正銀行法の認可第一号案件であります、 
生体認証仲介サービスを提供する「Polarify（ポラリファイ）」、 
コンビニ収納代行において、スマートフォンによる 
電子バーコード決済を手掛ける「ブリースコーポレーション」と、 
明確な新規ビジネスを持った子会社を設立し、 
事業化していることが当社の特徴です。 

 ちなみに、電子バーコード決済については、 
9月にミニストップで取扱いを開始したほか、11月中に、 
主に北海道でコンビニを展開しているセイコーマートでも 
取扱いを開始する予定です。 
また、セブン-イレブン、ファミリーマート、ローソンにおいて、 
2018年中の取扱いを目指して検討中です。 
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 ESGへの取組みです。 

 左側、ガバナンスでは、6月に指名委員会等設置会社へ 
移行するとともに、社外取締役の数を増員しましたが、 
取締役会ではかなり運営が変わり、 
大局的なテーマの議案が増加し、社外取締役の知見を活かした 
大変深く有意義な議論が行われていると実感しております。 

 更に、従来以上に株主目線の経営とするため、 
役員報酬制度も見直しました。 

 右側は、環境、社会ですが、10月に、TLAC適格の 
ユーロ建グリーンボンドを初めて発行しました。 
また、当社は、GPIFが選定したESG指数に組入れられております。 
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 スライドには、国連で採択された、SDGs、持続可能な開発目標
に対する取組をお示ししております。 

 先週、経団連で企業行動憲章が改定されたところです。 
当社では、経営理念として、「お客さまと共に発展する」、 
「事業の発展を通じて株主価値の永続的な増大を図る」、 
「社員が存分に能力を発揮できる職場を作る」、 
の3つを掲げておりますが、 
今後も、Society 5.0の実現を通じたSDGsの達成に向け、 
ESGを意識した経営を推進し、 
社会全体の持続的な発展に貢献してまいりたいと思います。 
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 財務目標の進捗です。 

 上期は、年度目標に対する業績の進捗率が高く、 
財務目標の実績も高水準となりましたが、 
通期では、右から2列目にお示しした水準を想定しております。
勿論、アップサイドは目指してまいります。 

 それでは、次に、資本政策についてご説明いたします。 
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 当社の資本政策の基本方針は、お示ししている通り、 
「健全性確保」、「株主還元強化」、「成長投資」の3つを 
バランスよく実現することです。 

 また、株主還元については、配当は累進的とし、 
配当性向は40％を目指してまいります。 

 一方、自己株取得については、バーゼルⅢが最終化された後に、
影響を精査・議論のうえで方針を決定し、ご説明したいと 
考えております。 
これは従来申し上げている通りでございます。 
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 5月に中期経営計画を発表した際は、資本フロア70％を前提に、 
リスクアセットは17年3月末の実績値と比べ25％増加、 
バーゼルⅢの最終導入は2021年、と想定し、 
我々の中期経営計画の最終年度末である、2020年3月末に、 
最終化時ベースのCET1比率で10％程度を達成する、 
と目標を設定いたしました。 

 足許の国際的な金融規制強化の議論を踏まえますと、 
資本フロアは想定した70％よりも厳しい72.5％になる可能性も 
相応にあると見ております。その場合、右側のグレーの棒グラフですが、
CET1比率の水準は低下し、積み上がりのペースも 
想定よりも遅くなります。 

 しかしながら、当社では、関西の2地銀、 
リースの持分法適用関連会社化等、 
インオーガニックの施策も打っておりますので、 
業務環境に大きな変化がなければ、利益の確保と 
リスクアセットのコントロールによって、計画通り、2020年3月末に、 
目標とする「10％程度」を達成できると見ております。 
資本フロアが72.5％になっても、CET1比率で10％程度を、 
最終年度に達成できるのではないか、ということです。 
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 政策保有株式については、削減計画の達成に向けた進捗として、
私は削減実績と、売却応諾額の積み上がりの両方を 
合わせて見ております。 

 上期について申し上げますと、削減実績は、 
簿価ベースで約400億円削減したことに加え、 
まだ売却していない応諾取得済の残高は 
3月末と比べ約200億円増加しておりますので、 
この上期では、約600億円の売却応諾を新たに取得した、 
ということです。 
従いまして、年間1,000億円、5年間で5,000億円と 
申し上げておりますが、削減に向けて、インラインの進捗と 
考えております。 
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 配当方針につきましては、先程、話させて頂きましたが、 
配当は累進的とし、配当性向としては40％を目指してまいります。 
今年度の1株当たり配当予想は、 
前年比10円増配の160円とさせて頂いております。 



43 

 最後のスライドには、 
お伝えしたいメッセージをお示ししております。 

 ご説明をしてまいりましたように、「効率性を重視し、 
質の高い金融グループを目指す」として策定し、 
開始した中期経営計画は、 
順調なスタートを切ったと考えております。 

 当社株価は、私がグループCEOに就任する前日、 
3月31日の終値は4,045円、 
これに対して足許は4,400円レベルとなっております。 
市場の上昇につられた部分はありますが、 
+10％程度上昇しております。 
ただ、PBRは未だ0.6倍程度に留まります。 

 私共は、企業価値向上に向けた弛まぬ努力を続け、 
皆さまのご期待にお応えしたいと考えております。 
皆さまには、引続きご支援頂きますよう、 
よろしくお願いいたします。 


